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平成 18 年（2006 年）の事業所・企業統計調査によると、本市には 4,000 を

超える事業所があり、その約 95％が従業者 50 人未満の事業所となっています。 

バブル後期の平成 3 年（1991 年）と比較すると、約 1,000 事業所が減少し

ており、中小企業の経営基盤の対策が何よりも重要です。 

また、事業所の大幅な減少は市内産業の空洞化を引き起こすことになり、雇用

を確保する観点から企業の流出防止や産業の創出対策が必要です。 

商業は、商店主の高齢化や後継者難といった課題を抱える中で、大型店やチェ

ーン店において買い物をするワンストップサービス行動が主流となり、品ぞろ

えや価格で不利な商店街や個人店で買い物することが少なく、零細商店の衰退

が懸念されています。とりわけ商店街は「安心・安全」「コミュニティの再生」

などにも寄与していることから、消費者に評価される商品・サービスの提供など

経営努力とともに、商店が一体となって地域活性化を導くことが課題です。 

 

 

 

 

 

摂津市は、平成 23 年度から 10 年間の新しいまちづくりの指針となる「第 4

次摂津市総合計画」を策定しました。 

その計画の「基本計画 6．活力ある産業のまち」の達成を目指すために、取り

組むべき課題を明らかにし、課題解決に向けた具体的な方策を示したものが「摂

津市産業振興アクションプラン」です。アクションプランは基本計画にある 5 つ

の重点的な取り組み（P．11 参照）を実現し、上記の課題を克服すべく、これま

での産業振興施策を今一度見つめ直し、新たな施策を取り入れ、産業の活性化を

図っていこうと、向こう 5年先までを見据えた行動計画として策定しています。

 

  

第１章 摂津市産業振興アクションプラン策定にあたって 

１．背景 

２．摂津市産業振興アクションプランとは 
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わが国では、リーマンショック以降、長引く景気低迷の影響にともない、本市

を取り巻く経済情勢についても厳しい状況が続いています。この社会経済下に

おいて、事業者が事業継続のために行政に何を求めているのか、どういった支援

策が必要かなどの企業のニーズを把握するため、平成 24 年度に市内事業所実態

調査・市外団体等調査を実施しました。 

市内事業所実態調査では、摂津市内の全事業者を対象にアンケート調査票を

作成し、調査員が事業所を個別に訪問・配布・回収を行いました。4,471 件の事

業者に対して行い、3,637 件の調査票を回収しました（調査票回収率 81.3％）。 

 調査内容は、企業概要、経営状況、企業立地、資金調達、ＣＳＲ（企業の社会

的責任）、ＢＣＰ（事業継続計画）、環境への取り組み、雇用制度、雇用状況、防

災の取り組み、市政への要望といった項目です。 

また、市外の商工会・商工会議所・支援団体・金融機関を対象として、本市へ

のイメージや企業に対する制度等についての認知状況や関心度等を把握するた

めのアンケート調査も実施しました。 

 調査内容は、摂津市へのイメージ、摂津市で事業展開を行うメリット・デメリ

ット、企業立地等促進制度の認知と感想、企業で必要な経営対策、起業支援の取

り組み、重点的に取り組むべき産業振興施策・産業全般に対する意見といった項

目です。 

 そして、この貴重な調査結果を最大限に活用するために、中小企業診断士（学

識経験者）、市内事業者、市内商業団体、商工会、金融機関、市内事業所実態調

査者などの計 8名からなる産業振興アクションプラン懇話会を立ち上げました。

そして、平成 25 年 6 月より全 7 回の懇話会を設け、学識経験者や市内事業者の

声に耳を傾けながら、本アクションプランの策定に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．策定の経緯 

【市内事業所実態調査の調査風景】 

 

【摂津市産業振興アクションプラン懇話会風景】 
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【摂津市のイメージ】 

 

 

 

 

    

 

 

 

本市は、工業と準工業地域が市域の半数以上を占め、多くの事業所が所在する

ことから、産業都市の顔を持つ街であります。とりわけ、人口当たりの製造業事

業所数が北摂一を誇る、ものづくりの街です。今回実施した市外団体等調査でも、

摂津市のイメージに「工場の多いものづくりのまち」との結果が出ています。 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在では、4,000 社を上回る事業者が市内で活動し、製造業や卸・小売業、サ

ービス業など幅広い分野で事業を展開しています。なかでも工業地域では、主に

製造業の大規模事業所が、国内でも主要な工場・研究拠点を置いており、高度先

端技術の研究施設や生産施設が占めています。また、市内では準工業地域を中心

に、様々な中小規模事業所が事業を展開し、地域経済の発展・活性化を担ってい

ます。このことは、法人市民税における市民一人当たりの額が、平成 23 年度で

は大阪府下第１位（政令市を除く）であることからも明らかとなっています。 

資料：平成 24 年度「市外団体等調査」 

第２章 摂津市の産業の概況とこれまでの産業振興施策 

１．摂津市の産業の概況 
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また、産業都市として発展してきた立地的な背景には、大阪市などの大都市に

隣接し、鉄道・道路網が張り巡らされており、交通アクセスに大変優れているこ

とが挙げられます。市内事業所実態調査によると、全業種で「道路などインフラ

整備が進み地域内の移動や輸送が容易」、「高速道路などへのアクセスが良く広

域での移動や輸送が容易」、「取引企業や顧客などと距離的に近い」が、高い比率

の回答となり、物流の観点からも非常に良い環境であることが確認できました。 

一方で、今後取り組むべき課題も浮き彫りになりました。例えば、全体で見る

と、「景況は上昇している」「景況はやや上昇している」の合計は 10.3%であるこ

とに対し、会社の景況感は、「景況は下降している」と「景況は下降気味である」

は 51.0%となっています。これは市内事業所が、引き続き厳しい経営環境にある

ことを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

23 
年度 
順位 

 
団体名 

法人均等割 
  ＋ 
法人所得割 

1 摂津市 23,589 

2 高石市 21,247 

3 島本町 19,679 

4 田尻町 15,300 

5 吹田市 13,687 

【摂津市の事業所の景況感】 

 

資料：平成 24 年度「市内事業所実態調査」 

【法人住民税における市民一人当たり額】 

資料：大阪府「市町村なんでもランキング」 

単位：円 
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経営課題としては、全業種で「人材・労働力の確保・育成」、「販売力（営業力）

強化」、「市場（顧客）開拓」が高い比率を示しており、厳しい経済情勢の中、持

続した企業成長を実現するために人材の確保や新たな市場開拓など模索してい

ることが分かります。 

また、事業の継承や後継者については、「未定・わからない」が 37.0%と最も

多く、とりわけ小規模事業者では、「後継者がいないため、いずれは廃業するつ

もりである」との回答の比率が高く、後継問題の深刻さもうかがえます。 

さらに、事業を行ううえで、相対的に安威川以南地域では「公共交通機関の便

が悪い」ことや、準工業地域では「住工混在による影響」など、産業都市として

発展してきた本市においても、事業を行う上での難点を訴える事業所からの声

が聞こえてきました。 

こうした現状を踏まえて、今後、第 4 次摂津市総合計画にある「基本計画 6 

活力ある産業のまち」を実現するために、5 つの重点的な取り組み（P．11 参照）

に沿って、取り組むべき課題に対して具体的な行動を起こしていかなければな

りません。 

事業者の元気ある活動が、事業継続・拡大を誘発し、産業の空洞化の回避や雇

用の拡大、地域消費の拡大、そして税収の確保などに影響します。市は、事業所

が活発に活動できるように導くことがなによりも重要と考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域 面積（ha） 割合 

住居系   

 第一種低層住居専用地域 10.5 0.9% 

第一種中高層住居専用地域 75.7 6.0% 

第二種中高層住居専用地域 241.9 19.2% 

第一種住居地域 115.6 9.2% 

第二種住居地域 94.8 7.5% 

商業系   

 近隣商業地域 36.6 2.9% 

商業地域 8.5 0.7% 

工業系   

 準工業地域 492.7 39.1% 

工業地域 182.7 14.5% 

合計 1,259.0 100% 

【市内での用途地域別面積】 

 

 

資料：平成 24 年市統計要覧 
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【都市計画用途地域図】 
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第 4 次摂津市総合計画にある、『活力ある産業のまち』を実現するために取り

組んできた施策です。 

 

■セッピィ商品券（商業支援事業） 

 摂津市では、緊急経済対策事業の一環として、消費拡大による商業振興を図る

ため、セッピィ商品券を平成 21 年から毎年発行しています。 

この施策は、100 年に一度といわれる経済不況をきっかけに市内商店街の厳

しい状況を脱するため、地域の商業者などがコミュニケーションを図りつつ、地

域商業の発展のため、「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」を活用し、クリ

スマス・年末商戦にむけ、12 月にセッピィ商品券を発行しました。 

先行して実施していた他市よりもプレミアムを 10％高く設定し、発売したセ

ッピィ商品券は、商店街へ集客を誘導するために、抽選会による商店街限定の金

券の発行や環境グッズのプレゼントを取り入れたことなどにより、即日完売と

なりました。そして利用率も高く、大変好評であったため、翌年度以降も様々な

特典や機能を盛り込んで発行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■商工業活性化補助金 

市内の商工業の振興や活性化図るために商店会や団体が行うイベント等の経

費の一部を補助する制度です。支援の一例として、商店会が行う歳末セールや商

店会主催の夏祭り等のイベント費用を補助しています。また、商店街利用者の利

便性を図るために、商店街に設置してある街路灯の維持・管理の補助や、商店会

販売開始前から約 300 人の方々が並ばれました。 

２．これまでの産業振興施策の概要 

 

【市役所販売の様子】 

 

【摂津市セッピィ商品券】 
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での着ぐるみ作製を支援しています。特に着ぐるみは、地元商店街のイベントで

の活躍により集客力の拡大にも貢献しています。近年では様々なイベント企画

等への支援を行っており、商業団体からの補助金利用も増加しています。 

 

 

 

■中小企業事業資金融資 

この融資は、市内で事業を営む中小企業者が、金融機関から事業に必要な資金

を確保しやすいよう、大阪府中小企業信用保証協会の保証を付してあっせんす

る制度です。 

 本融資制度は運転資金・設備資金ともに貸付利率 1.2%と低利であり、予定通

り完済された方には、利息の半額と保証料の全額を市から補給しています。実質

「利息 0.6%・保証料 0 円」と大変有利な制度となっており、近年の事業資金融

資の利用では、平成 23 年度が 19 件 5,460 万円、平成 24 年度が 37 件 11,900 万

円で、市内事業者の資金支援を行っています。 

 

 

■中小企業育成事業補助金 
 市内中小企業者が企業価値や資質の向上をめざし、積極的に能力開発や商品

研究、販路開拓などに取り組むために参加した研修会や大阪勧業展の出展に要

した費用の一部を補助しています。また、大阪大学産業科学研究所インキュベー

ション棟企業リサーチパークへの新規入居料の助成も対象にしています。近年

では制度を活用し、販路開拓を目指す中小企業者の利用が増えています。 

 

 

■事業所情報発信サイト「摂津市事業所ネット」 
 摂津市事業所ネットは、販路開拓・研究開発などの企業間取引のきっかけ作り

の場を提供することを目的とした市ホームページ内の「情報発信サイト」です。 

日々のお買い物に便利な小売店やサービス業・飲食のお店も掲載しており、市

内でのお買い物やお食事、日々のちょっとしたトラブルに対応してくれるお店

を探したいときにも活用いただけます。 

また、閲覧者が利用しやすいように、登録した市内事業所検索機能の見直しや

項目の追加などの改善を図りながら、公的機関等が実施する講座や補助金制度

の情報提供を行っています。 
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■企業立地等促進制度 

 市内事業の存続は、地域活性化にとって大変重要であることから、本市への進

出企業や市内で新たな投資を行う事業者に対し、奨励金を交付し、市内での事業

展開を誘導し、産業の振興及び経済の活性化を図っています。 

事業所の建設・建替え・増築に係る当該の土地購入・新設家屋・同施設内に設

置する設備に課税される固定資産税（土地・家屋・償却資産）の都市計画税を除

いた納税額の 1/2 を、奨励金として 5 年間交付します。 

平成 24 年度の奨励金交付額は 3 件 1,364 万円、平成 25 年度の奨励金交付額は

10 件 5,356 万円を見込んでおり、本制度の利用は、順調に推移しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【企業立地等促進制度チラシ】 
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指標 
実績値 目標値 

平成 8年度 平成 13 年度 平成 18 年度 平成 32 年度 

事業所総数 4,886 事業所 4,495 事業所 4,008 事業所 3,900 事業所 

事業所 

従業者数 
58,223 人 51,840 人 49,715 人 50,000 人 

卸売・小売業 

商店数 

平成 14 年度 

937 店 

平成 16 年度 

933 店 

平成 19 年度 

804 店 
850 店 

卸売・小売業 

従業者数 

平成 14 年度 

7,769 人 

平成 16 年度 

7,677 人 

平成 19 年度 

7,138 人 
7,500 人 

第３章 目標 

１．目標 ～３２年度に実現している姿～  （第 4次摂津市総合計画より） 

 

２．実現している姿を確認する指標     （第 4次摂津市総合計画より） 

 

➣中小企業が経営力を高め活発に活動しています。 

➣産業の更なる活性化や産業の創出が進み、市内で働く人が増えています。 

➣子どもから高齢者まで様々な人が、市内で楽しく買い物をすることができ

ています。 

➣商店、商店街は特性や利点を生かして経営力を高め、地域コミュニティの核

として市民から支持されています。 

➣若手商業者を中心に、消費者のニーズに応えた旧来の形にとらわれない新

しいスタイルの店舗が生まれ、地域商店街の一翼を担っています。 
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～５つの施策の展開について～ 

 

○商工業活性化の支援 

商工会・商店連合会が行うイベントなど商工業の活性化や消費拡大に結び付

く取組みに対して支援を行います。 

また、事業者と工業高等専門学校との連携を深め、情報力の強化や技術力の向

上、新事業分野への展開を図り、産学交流を活用するとともに支援を行います。 

 

 

○中小企業の経営力向上の支援 

中小企業の能力開発や商品研究、販路開拓など経営力向上に取り組むための

支援を行います。また、経営基盤の強化に必要な事業資金の融資を行います。 

 

 

○事業者間の交流・連携の促進 

事業所の情報をデータベース化して発信し、事業者間の情報共有や商業取引

の機会を提供するなど交流や連携を促進します。 

 

 

○人材育成や起業の支援 

事業後継者や若手商業者、地域を活性化するリーダーなどの人材育成を支援

するとともに、新しく事業を始める人や事業者への支援を行います。 

 

 

○企業の流出防止 

市内企業が継続して立地・活動しやすい環境や仕組みを整備します。 

 

 

 

３．施策の展開             （第 4次摂津市総合計画より） 
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摂津市の経営相談窓口を整備し、市内事業者および創業希望者に、ワンストッ

プサービスの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス業 創業希望者 

摂津市産業支援窓口 

○商工業活性化の支援 

（１）産業支援の窓口を設置 

（２）商業支援事業 

（３）先端医療地域への対応 

 

○中小企業の経営力向上の支援 

（４）中小企業事業資金融資 

（５）中小企業の経営基盤の強化 

○事業者間の交流・連携の促進 

（６）新たなビジネスチャンスの創出 

（７）大学・支援機関等との連携の強化 

（８）事業所情報発信サイト「摂津市事 

業所ネット」の活用 

 

○人材育成や起業の支援 

（９）起業家支援の拡充 

 

○企業の流出防止 

（１０）企業立地等促進制度の充実 

商業 工業 

大学 支援機関等 専門家 金融機関 

第４章 摂津市産業振興アクションプランの 

   全体像と今後の具体的な取り組み 

１．全体像 
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○商工業活性化の支援 

 

（１）産業支援の窓口を設置 

 

 市内事業所実態調査によると、摂津市の産業活性化に向け、優先して取り組む

べき事項として、「中小企業への支援の充実」に対し、35.1％の回答がありまし

た。また、具体的な意見として、「市役所に行って初めて知る制度や施策がある

ので、広報誌の内容をもっと充実させるべき」、「摂津市に各業界の相談や依頼の

出来る窓口を作って欲しい。それらを摂津市の業者で解決すれば企業や人々が

集まってくるのでは」といった声がありました。 

アクションプラン懇話会では、「国、大阪府、摂津市、商工会等、産業振興支

援のすべてを網羅した情報発信ができる拠点が必要ではないか。ワンストップ

で総合的な相談や紹介ができることが一番大事ではないか」「企業のマッチング

情報等が集まる場が必要ではないか」といった意見もあがりました。 

これら意見を集約すると、市内事業者が、事業の経営面、資金面、技術面など

の多様な面の支援を求める場合、具体的にどこの窓口に相談すれば、迅速かつ、

効果的に解決できるかがわからないといった不安の声が、今回の市内事業所実

態調査やアクションプラン懇話会の意見から見えてきました。 

従前は、事業者同士の情報交換を開催しようとすると、市立コミュニティプラ

ザや公民館の貸部屋を利用せざるを得ないのが現状で、リアルタイムで迅速な

対応をとるには支障となります。この状況を当たり前と思い、放置してしまうと、

例えば、市内事業所が移転する際に、他市の産業支援体制も比較検討し、支援制

度の充実した他市町村を選択する可能性も否定できません。さらには、市内事業

者の衰退につながる懸念材料の一つにもなり得るかもしれません。  

課題の解決に向けて、市内産業振興施策をワンストップで提供できるような

分野横断的な支援策が可能な窓口の整備が必要です。その窓口は、商工会や支援

機関同士の密接な連携はもとより、事業者支援の拡充や、企業情報の提供の場、

企業のマッチング情報等の集約など、あらゆる面の企業支援ができる機能を備

え、事業者が抱える問題の解決への糸口を見つけることのできる仕組みを構築

していかなければなりません。 

支援機関と市内企業との連携や協働によって地域が一体となり、市内企業の

事業活動を支援することが、ひいては市内経済の活性に繋がるといえます。 

 

 

２．今後の具体的な取り組み 
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（２）商業支援事業 

 

市内事業所実態調査によると、摂津市の産業活性化に向けた取り組み事項と

して、「商店街の活性化」を望む回答が 19.8%ありました。 

商業施策の認知度においては、「セッピィ商品券の販売」が商業者全体の57.0%

となっており、市内で浸透してきていることがうかがえます。 

また、産業振興施策・産業全般への意見としては、「小さい商店が閉店してし

まうことなく、継続出来るよう、町を活性化する策を考えるべき。」、アクション

プラン懇話会では、「商店街・個店がいかに売上につなげているのか。商品の販

売に加え、いかにしてお客さんをひきこめるかがキーになると感じます。」「セッ

ピィ商品券は、医療関係、薬局、病院でも利用することができます。取扱対象店

としては、商工業者が手を挙げれば参画できるので、参加しやすい。」といった

意見も見受けられました。 

セッピィ商品券は平成 25 年度で 5 回目となり、商工会や商業団体の協力に

より利用しやすい商品券となり、一万冊は、即日完売となっています。 

今後は、幅広い商業支援の充実のためには、市内地域商業団体が行う地域な

らではの魅力や企画を創り出し、地域資源として発信し、市内での購買意欲を

高め、市内地域から商業を盛り上げ、市外からの来店者を呼び込めるようにす

ることが重要です。 

また、来店のきっかけづくりになる企画の必要性も考えられます。例えば、

地域活性化を目的とした飲食店等のイベント、食べ・飲み歩きをするグルメイ

ベントの『街バル』の開催や商店街全体を 100 円ショップに見立てた『100 円

商店街』などが考えられます。 

市内全域の活性化には、市内商業団体が主体となり、商業者とスクラムを組

み、積極的に行動を進めることが大切で、行政も連携し、あと押しすることが

欠かせません。 
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（３）先端医療地域への対応 

 

 かねてから吹田市・摂津市にまたがる旧国鉄操車場跡地（以下、吹田操車場跡

地）のまちづくりに議論が重ねられてきました。緑と水につつまれた健康・教育

創生拠点をまちづくり全体のコンセプトとして、まちづくりが進められること

となり、平成 25 年 6 月には、隣接する吹田市の医療健康創生ゾーンに国立循環

器病研究センターの移転が決定しました。 

吹田市は複合医療産業拠点とする計画を打ち出しており、今後、周辺地域を含

めて医療クラスター拠点として整備していく方針です。 

摂津市は、国立循環器病研究センターの移転をチャンスと捉え、摂津市内への

医療施設等の誘致の促進を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【吹田操車場跡地付近の航空写真】 

 

阪急正雀駅 

JR 岸辺駅 

吹田操車場 

跡地付近 
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○中小企業の経営力向上の支援 

 

（４）中小企業事業資金融資 

 

市内事業所実態調査によると、今後行政に期待することで、「融資制度の充実」

がものづくり産業で 34.9%、商業においては 23.0%と比率の高い項目となって

います。資金調達の方法について、「金融機関の融資」が全体の 36.8%となって

おり、金融機関からの資金需要が高いことを示しています。 

本市事業資金融資では、本来の利率 1.6%から 0.4%低い 1.2%の金利を実現し、

さらに、完済後には利息の半額と保証料全額を給付することにより、実質 0.6%

の利息負担のみと、大変有利であり、市内事業者から多く利用されています。 

また、本市では、事業者の技術力や経営力の向上支援等を実施するため、地域

経済の発展を目的とし、池田泉州銀行・近畿大阪銀行・摂津水都信用金庫の各行

と産業振興連携協定を締結しています。連携先の各金融機関では、市内事業者向

けの独自の融資制度を設けています。例えば、創業者向けのものや、本市の「企

業立地等促進制度」の適用を受けた事業者に対する金利の優遇など、市内事業者

にとって、選択肢が広がる独自の融資制度を提供しています。 

市内事業者が創意と工夫を重ね、自立的な発展を続けられるよう、大阪府や金

融機関との連携の強化はもとより、新たに政府系金融機関とも連携を図り、市内

事業者への後方支援に取り組みます。 

さらに、近年では、「企業の社会的責任（CSR）」が注目を浴びており、事業者

の組織活動における環境への配慮が、より一層求められるようになりました。事

業者がどのように環境問題に対応したかで企業の価値が量られる時代になりつ

つあります。こうした環境の変化に適応しようとする企業に対する資金支援な

ども講じていかなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各金融機関との連携協定の様子】 
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（５）中小企業の経営基盤の強化 

 

 市内事業所実態調査によると、経営に必要な対応策において、ものづくり系で

は「人材・労働力の確保・育成」、「販売力強化・市場開拓」との回答が高くなり

ました。また、今後行政に期待することとしては、「技術者育成への支援」、「新

商品・新技術の開発への支援」、「資格取得への支援」など、企業内での人材育成

に関する支援が求められていることも明らかになりました。 

さらに、アクションプラン懇話会では、「国の施策を含め、補助金制度などの

内容を知らなかったり、事業者が仕事をしながら、申請資料を書くことは、なか

なかできない」「中小零細企業を支援する専門家の能力を、いかに利用できるか

が重要だ」といった意見があがりました。 

今後も、産業都市としての発展を続けていくためには、市内事業者の企業価値

や資質の向上を目指し、事業所が持つ特色を、外部に発信し、顧客の獲得につな

がる取引の拡大などに結びつくよう、現状の産業振興施策に加え、販路開拓のた

めの展示会への出展補助の拡充、経営改善のための専門家派遣制度の拡充、研究

開発力や技術力の強化、新商品の開発支援など効果的かつ効率的な支援制度の

拡充を目指します。 

 

 

 

 

 

○事業者間の交流・連携の促進 

 

（６）新たなビジネスチャンスの創出 

 

  市内事業所実態調査によると、産業振興施策・産業全般への意見として、「機

械加工（フライス・旋盤等）で、協力してくれる会社を知りたい」「他社企業と

点で結び、線でつなぐネットワークの企画に取り組んでほしい」といった声があ

りました。また、アクションプラン懇話会では、「摂津市はものづくり技術を持

った中小企業が多いので、産業支援機関や事業者間とのビジネスマッチング機

会を増やすことができるのではないか」といった意見がありました。 

調査結果や懇話会意見からも、新たに開発した新製品や新技術等の販路開拓

や情報発信等の提供の場のニーズは高い状況となっています。 

今後のビジネスチャンスの創出は、連携金融機関・産学官・商業支援機関との

連携を強化します。例えば、連携金融機関では、日頃から企業活動を融資面でサ
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ポートしており、そこには販路開拓を目指す顧客も複数あると考えられます。こ

れまでは、金融機関の担当者から事業者同士を紹介していたものを、市、商業支

援機関とともに情報を共有し、事業者間でのビジネスマッチングを創出する取

り組みを検討します。連携金融機関のネットワークとノウハウを活用し、新たな

ビジネスマッチングフェアを市内で開催して、多くの企業が出会える機会を提

供していきます。市内企業のさらなる販路開拓や、優れた技術や製品が事業者間

で利用されるよう、機会づくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

（７）大学・支援機関等との連携の強化 

 

「産学連携」とは、一般的に大学の研究者から技術の指導を受けたり、一緒に

技術的な課題を解決したり、研究者の知的財産の移転を受け、新製品・新技術の

開発をしたりする手法の一つです。 

新製品や独自製品の開発のための要員・費用や時間といった資源が限られて

いる中小企業にとっては、こうした大学の豊富な知識を活用することは有効な

手段と言えます。 

大学との連携は、研究開発だけでなく、新商品や新サービスの開発、大学を通

じての新たな異業種とのコラボレーション、学生のアイデア、大学のネットワー

クなどを活用することも、今後ますます必要になってきます。 

アクションプラン懇話会においては、「大学を利用することは、敷居が高いイ

メージがある。また、大学と連携すると、費用が多くかかる」、「ものづくり企業

は非常に幅が広いので、労務事務、経理事務、経営面の分野については一般的な

専門家も対応できるが、技術知識を持ち合わせた専門家を探すのは難しい部分

がある」といった意見がありました。 

本市では、現在では、ＭＯＢＩＯ（ものづくりビジネスセンター大阪）や大阪

大学産業科学研究所と連携を図っています。今後はさらに、各大学・ものづくり

支援機関の特性を把握し、企業が求める人材や機関を迅速に案内し、橋渡しが行

える体制づくりを進めていきます。効果的な橋渡しを行うために、商工会の経験

豊富な相談対応力やネットワークの活用はもとより、経済産業省の支援機関や

産業技術研究所、さらには他大学との連携も進めます。 
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（８）事業所情報発信サイト「摂津市事業所ネット」の活用 

 

 市内事業所実態調査によると、「摂津市事業所ネット」の認知度については、

「知らない」が全体で 68.5%との回答が出ており、この取り組みがまだまだ浸透

していないことがうかがえます。「知っている」と回答した事業所でも参加意向

を示す割合は約 28％にとどまっています。一方で、産業振興施策・産業全般へ

の意見の中で、「事業所ネットの整備が必要」といった声もあがりました。 

アクションプラン懇話会では、「登録事業所の方々とマッチングができる市内

の会場で交流会を開催し、市内企業同士との取引に繋がればいいのではないか。

または事業所ネットを使い、ネット上で取引できる場を設定することはできな

いか」といった意見がありました。 

こうした調査結果や意見から、既存の摂津市事業所ネットを改善する余地が

あることが見えてきました。 

閲覧者がより見やすく・より使いやすくするための仕組みの構築、閲覧者を

増やすための閲覧方法の改善などがあげられます。また、事業所ネット掲載に

よるメリットや、掲載効果を発信し、参加事業者を増やしていくことも必要で

す。例えば、事業所ネットでは各企業のＨＰのリンクを貼り付けることがで

き、行政主体の HP をリンク先にしておくと、他企業からの信頼度も高くなり

良い印象を与えることができるなどのメリットもアピールポイントの一つとな

ります。今後は、市内外事業者や多くの閲覧がおこなわれるよう、改善を図っ

てまいります。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
摂津市事業所ネット 

【市ホームページ内の摂津市事業所ネット】 
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株式会社 セッピィ 

〒566-0000 

摂津市三島 1-1-1 

06-1234-5678 

25 人 

3,000 千円 

 

各種グッズの製造 

http://www.seppy.co.jp 

身近な人への記念品といった小ロット注文にも対応します。 
見積もり無料！ぜひご相談ください。 

人気キャラクターからお客様のオリジナルキャラクターまで 

なんでも制作いたします。 

摂津市事業所ネット 

【摂津市事業所ネットの参加企業 PR 例】  
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○人材育成や起業の支援 

 

（９）起業家支援の拡充 

 

市内事業所実態調査によると、平成 18 年以降の創業事業者は 286 件であり、

全体の 7.9%となっています。また、後継者問題においては、後継者がおらず、

廃業予定の事業者が 15.8%となっており、後継できるか未定を含めると 52.8％

にのぼりました。これは、多くの中小規模事業所で、後継者問題が大きな課題に

なっているかを示しています。 

 また、「中小企業白書 2011」によると、創業 10 年後には約 3 割の企業が、20

年後には約 5 割の企業が撤退しているとあります。個人事業も含めると、創業

企業の廃業率は、概ね 1 年以内 30～40％、3 年以内 70％、10 年以内 80％とい

われています。このことから、創業後の経営が非常に厳しいことがうかがえます。  

 

  

 

   

   

 

 

 

  

 

 

  

  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

【事業承継問題】 

 

資料：平成 24 年度「市内事業所実態調査」 
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市では、市内事業所の減少に歯止めをかけ、産業都市としての地位を確保する

意味からも、事業経営者のバトンタッチがスムーズに行えることは大変重要な

要素と認識し、ものづくり系・商業系を問わず、市民の起業・創業意識を喚起す

るとともに、意欲のある人材を育成・支援する環境の整備が求められていると考

えます。こうしたことから本市では、人材育成を基本に、経営者としてのスキル、

経理・経営力、技能、リーダーシップ、対外交渉能力などの養成を中心とした人

材育成を進め、事業経営の支援を進めていきます。また、市内事業者が、優秀な

人材を確保できるよう、就職フェア等を継続して開催していきます。 

さらに、今日では、インターネットの急激な普及により、IT を利用した無店

舗ビジネスの拡大など、従来とは一味違った起業が増えています。こうした状況

を踏まえ、意欲のある者が起業できる機会を確保するためには、資金力に弱いと

言われる、女性・高齢者・若年者の起業希望者への資金サポートも合わせて、企

業支援の取り組みとして進めていきます。 

 

 

 

 

 

○企業の流出防止 

 

（１０）企業立地等促進制度の充実 

 

 平成 23 年 4 月、企業立地等促進条例を施行し、小売業・不動産賃貸業を除く

法人の新たな投資に対して支援強化しています。現在、奨励金の対象要件を満た

す事業所には、指定決定を行ったうえで、奨励金の交付を行っており、制度は順

調に利用されています。 

現行の制度では、対象要件が①土地取得に関して面積 300 ㎡以上、②家屋に

関して、新築は建築面積・増築は延床面積が 150 ㎡以上③償却資産取得に関し

ては、新設・建替・増築が新規設備は全て、従来からの建物への設置は、取得合

計額 3,000 万円以上の設備が対象要件となっています。 

市内事業所実態調査によると、土地の所有を問わず、約 36%が 100～500 ㎡

未満の敷地を活用していること、また、家屋の所有を問わず、約 38%が 100～

500 ㎡未満の建物で事業を営んでいることが確認でき、今後は、家屋や設備の老

朽化などに対する投資のために企業立地等促進制度を利用する事業者が増加す

ることが想定されます。設備投資を促す本制度の利用は、市内での事業継続の促

進につながり、企業支援制度の中核となるものです。今後も、本制度の利用を図



23 

り、市内事業所の空洞化の回避に向かって努めてまいります。 

また、市内事業所実態調査によると、新規の投資場所に関して、市内事業者の

うち、57.1%が新規投資（設問：今後 5 年間で土地を購入し、新たな事業所を設

置する計画がある）の場所として摂津市内と回答しています。 

産業振興施策・産業全般への意見として、「企業立地等促進制度は、中小企業

にとって条件が厳しい。小規模事業者にとっては 300 ㎡以上の土地購入等は難

しい。」といった声がありました。この回答が象徴するように、本市はものづく

り企業が集積する産業都市を前提に、新たな投資の支援体制を構築してまいり

ましたが、中小企業の企業支援ニーズとのズレという課題も見えてきました。 

今後、こうした課題解決に向けて前向きに検討していき、また、地域外からの

新たな分野での産業や技術のある企業の誘致についても、本市の産業のさらな

る発展を遂げるためには欠かせません。今後、企業立地等促進制度の適用条件の

見直しなども視野に入れ、市外からの進出企業への支援はもとより、市内企業へ

の支援の充実も図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業所の土地面積】 

【事業所の建物面積】 

資料：平成 24 年度「市内事業所実態調査」 


